〔要　求〕
	８．臨時・非常勤・嘱託・パート職員等

（１）恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに正規職員とすること。

（２）臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。
（３）パート労働法の趣旨を地方公務員臨時非常勤職員へ適用するとともに、非常勤職員の諸手当支給制限の撤廃（地方自治法203条の２の改正）に向け、国に働きかけること。特に総務省が2014年７月に公務員部長通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」を発出していることを踏まえ以下の事項について改善すること。
①　基本賃金の大幅引上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給格付け、定期的昇給制度を確立すること。
②　期末手当（６月、12月）を正規職員並みに完全支給すること。
③　寒冷地手当を正規職員並みに完全支給すること。
④　その他、業務・生活関連手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当は雇用形態を問わず完全支給すること。

⑤　育児休業・介護休業等の諸休暇制度を確立すること。とりわけ、年次有給休暇制度の採用１年目からの公務員並みに確立すること（最低でも労基法基準の６月継続勤務で10日）。
⑥　退職手当を制度化・支給すること。
⑦　有資格者全員を社会保険、雇用保険、労災保険へ加入させること。とくに、健康保険、厚生年金については、2016年10月から短時間労働者に対する適用枠が拡大されたことから確実に対応すること。


〔解　説〕
（１）基本は正規職員化

常勤的かつ恒常的「臨時・非常勤労働」は、当然正規職員化がはかられるべきであり、その定数化を要求します。
（２）最低高卒初任給、４月遡及改定、定期昇給、手当・労働時間・休暇制度は正規職員並み

定数化要求を基本としながら、すべての臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の労働条件の改善について、①賃金は最低高卒初任給とし、勤務実態や年齢等により前歴換算や同年齢職員との均衡を加味させる。②改定時期は多くが１年遅れの賃金改定である実態から４月に遡及実施させる。③１年を超える者については、ベース改定とは別に正規職員に準じた定期的な昇給制度を導入させ、そのための、賃金表を設置させる。④諸手当は、正規職員に準じて制度化させる。⑤労働時間と休暇は正規職員並みを追求し、最低労働基準を確保する－を基本に、各単組で具体的な要求を作成して取り組むこととします。

特に自治体の非常勤職員は、地方自治法第203・204条によって「非常勤職員には給与ではなく、報酬、費用弁償として支払う」とされています。このため、旧自治省は一時金などの手当は支給すべきではないとの指導をしていますが、この間の自治労の取り組みでいくつかの自治体で支給されるようになりました。何れにしても現行法では民間および国の非常勤職員に比べ、不利な扱いを受けています。地方自治法や地方公務員法自体が、現在のような臨時・非常勤職員を想定していないという根本的問題があります。

当面は、通勤費については「費用弁償」（地方自治法第203条３項）、その他諸手当分については「報酬」として支給させるよう求めます。
（３）社会保険加入

臨時・非常勤職員については、そのほとんどが健康保険、厚生年金、雇用保険、労働災害保険の社会保険の被保険者資格を有していますが、適用もれが旧社会保険庁などから指摘された経過もあります。社会保険では、扶養家族としてとどまる傾向が一部に見受けられますが、労働者として自立し、自分の年金権を確立するためにも、社会保険加入を求めなければなりません。また、今まで適用もれであった場合、当然本人負担分の賃金引き上げを要求します。
また、これまでは週30時間以上働く労働者が健康保険・厚生年金の加入対象でしたが2016年10月から週20時間以上働く労働者へ対象が拡大されています。短時間勤務であることから、適用除外されていた職員もこれにより対象となることから、まずは勤務時間の点検を行い、対象とするよう対応します。
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（４）労働時間・休暇は労基法適用、中断期間は脱法行為

地方公務員は、正規職員はもとより、臨時であろうと非常勤職員であろうと、労働時間、有給休暇については労働基準法が適用されます。労基法第39条第１項によれば使用者は６月間継続勤務し、全労働日の８割以上を出勤した労働者に対し最低10日、さらにその後勤続年数１年について１日を加算した有給休暇を付与しなければならないとしています。また、１日の労働時間に関係なく、週の労働時間が少ない場合でもその日数に比例して、付与しなければなりません。

ところで、労基法は「６月継続勤務」したものに対して、７月以降から休暇の権利が発生するとしています。雇用中断期間を設けて、毎年度の当初、新たに臨時職員や非常勤職員を雇用したものとしてみなし、有給休暇を与えないという実態もあります。

しかし、このような中断期間を設け、任用を繰り返した場合は、労基法上の使用者たる責任を回避しようとする明らかに脱法行為です。従って、この中断期間も実質的に雇用は継続していると見るべきであり、使用者がこの中断期間を理由に休暇を付与しない場合は、労基法違反となります。

このことは労働省通知（1988年３月14日）でも、「『継続勤務』とは実態により判断すべき」としており、短期の中断は勤務継続とみなしています。また、自治体の場合は雇用されると同時に権利が発生しているところが多く、臨時・非常勤職員についても同様な措置を求めます。
（５）当面は全道庁労連の獲得水準をめざす

2016年度の臨時・非常勤職員の賃金引き上げについては、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、2008年８月の人事院の指針「一般職の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与について（通知）」（別記）に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。具体的には全道庁労連が獲得している別記、道第１種（事務）臨時職員給料日額表を上回ることを達成目標に追求します。また、諸手当や諸休暇制度についても、別記の道の一般職非常勤職員の取り扱いを参考に改善をめざします。なお、国の場合、恒常的業務に長期にわたって従事している非常勤職員について、常勤職員との均衡を考慮し、手当等の支給を認めています。各自治体においても最低国並みの改善をはかることとします。
（６）2014年７月総務省通知について
　　　2014年７月に総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」が発出されました。この通知は2009年の「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について」を改訂したもので、①通勤費用や時間外手当についての適切な取り扱い、②空白期間と社会保険等との関係性を明記した厚生労働省通知も引用し、育児など各種休業制度の整備や業務研修の実施などについても新たに記載、③任期付職員制度の賃金に関して昇給や経験を踏まえた号給の決定を可能とするなどの内容となっています。
　　　一方で、任用根拠の主旨に基づく厳格な任用を求めていることから、任用替えや当局の誤った理解による首切りなども想定されるところです。

　　　任用替えが、現行の任用よりも有利にはたらくことも考えられることから、まずは各自治体における任用根拠や賃金・労働条件を十分把握したうえでの対応が必要となります。
　　　交渉にあたっては自治労賃金資料№201（2014年11月11日）を参照ください。

	○非常勤職員に対する３月、６月及び12月における給与の取り扱いについて
昭28．12．10

最終改正　昭44．４．３　給実甲323

給実甲83

　給与法第22条２項の適用を受ける非常勤職員のうち、相当長期にたって常勤職員とほぼ同様の勤務を行っている者の３月、６月及び12月における給与については同条同項の規定に基づき、同法第19条の３および第19条の４の規定により常勤職員に支給される期末手当および勤勉手当との均衡を考慮して取り扱ってください。


	○非常勤職員に対する期末・給与の取り扱いについて
昭30．５．27

34－144

　非常勤職員に対する期末手当及び勤勉手当に相当する給与については、さきに昭28．12．10級実甲第38号により相当長期にわたって常勤職員とほぼ同様の勤務を行っているものは、給与法第22条２項の規定に基づき、常勤職員との均衡を考慮して取り扱われるように通知しましたが、特に勤務期間が引き続き６ヶ月以上におよぶ職員についても、予算の範囲内でできる限り、前期通知の趣旨によって取り扱われるよう配慮されたく通知します。


	

	給実甲第1064号
平成20年８月26日
人事院事務総長
一般職の職員の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与について（通知）
一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）第22条第２項の非常勤職員に対する給与の支給について、下記のとおり指針を定めたので、これを踏まえて給与の適正な支給に努めてください。
なお、これに伴い、給実甲第83号（非常勤職員に対する６月及び12月における給与の取扱いについて）は廃止します。
記
１　基本となる給与を、当該非常勤職員の職務と類似する職務に従事する常勤職員の属する職務の級（当該職務の級が２以上ある場合にあっては、それらのうち最下位の職務の級）の初号俸の俸給月額を基礎として、職務内容、在勤する地域及び職務経験等の要素を考慮して決定し、支給すること。
２　通勤手当に相当する給与を支給すること。
３　相当長期にわたって勤務する非常勤職員に対しては、期末手当に相当する給与を、勤務期間等を考慮の上支給するよう努めること。
４　各庁の長は、非常勤職員の給与に関し、前３項の規定の趣旨に沿った規程を整備すること。
以　上

	


（７）また、臨時・非常勤等職員に関する労働条件については、当該労働者が組合に組織されているか否かを問わず、すべて労使交渉で決定し、その内容を協約、協定化させることが必要です。そして、それを自治体の制度として維持していくため少なくとも自治体として要綱化しておくことです。
（８）さらに、連合は、不安定雇用労働者の権利侵害の最大要因として労働基準法第15条に基づく使用者との労働契約が締結されていないことにより、使用者側の一方的な労働条件改悪を許してしまうことにあると分析しています。そこで、92春闘からの重点課題として全国的に労働契約締結運動を推進しています。自治体においても例外なく実施させていくよう取り組みます。

1999年４月１日から、所定労働日数が少ない労働者に対する年次有給休暇は次のとおり改正されました。
所定労働日数の少ない労働者に対する比例付与日数
	週 所 定
労働日数
	１年間の
所定労働
日　　数
	　
	勤続年数

	
	
	
	６ヶ月
	１　年
６ヶ月
	２　年
６ヶ月
	３　年
６ヶ月
	４　年
６ヶ月
	５　年
６ヶ月
（６年）
	６　年
６ヶ月
（７年）
	７　年
６ヶ月
（８年）
	８　年
６ヶ月
（９年）
	９　年
６ヶ月
以　上

	４日
	169日～216日
	1999

2000

2001以降
	７日
７日
７日
	８日
８日
８日
	９日
９日
９日
	10日
10日
10日
	11日
12日
12日
	12日
12日
13日
	12日
13日
15日
	13日
14日
	14日
15日
	15日

	３日
	121日～168日
	1999

2000

2001以降
	５日
５日
５日
	６日
６日
６日
	６日
６日
６日
	７日
７日
７日
	８日
９日
９日
	９日
９日
10日
	９日
10日
11日
	10日
10日
	10日
11日
	11日

	２日
	73日～120日
	1999

2000

2001以降
	３日
３日
３日
	４日
４日
４日
	４日
４日
４日
	５日
５日
５日
	６日
６日
６日
	６日
６日
６日
	６日
６日
７日
	６日
７日
	７日
７日
	７日

	１日
	48日～72日
	1999

2000

2001以降
	１日
１日
１日
	２日
２日
２日
	２日
２日
２日
	２日
２日
２日
	２日
３日
３日
	３日
３日
３日
	３日
３日
３日
	３日
３日
	３日
３日
	３日


※表中の「勤続年数」欄の（　）内は、旧法適用者（1993年９月30日以前に入社した者）の勤続年数です。
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